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1．はじめに
これまでSPring-8において、様々な分野に渡って

放射光核共鳴散乱研究が実施されてきているが、物

質・生命科学研究への応用およびそれらを指向した

基礎的研究が大きな比重を占めるようになってきて

いる。ここでは、そのような研究手法として、特定

利用研究により実施することの出来た元素およびサ

イトを特定した非弾性散乱法を中心として紹介を行

うものである。

2．核共鳴散乱法
一般に、凝縮系におけるダイナミクスの研究手法

として、ラマン分光法、赤外吸収分光法、Ｘ線非弾

性散乱法、中性子非弾性散乱法等が挙げられる。こ

れらはそれぞれ優れた特徴を有しており、多くの研

究がなされてきている。放射光核共鳴非弾性散乱法

の場合、特定の元素の共鳴励起を用いて非弾性散乱

を測定することが出来るということが大きな特徴と

して挙げられる。異なる元素を含む固体の場合には、

周辺の原子の配位、結合状態および質量の違い等を

反映してそれぞれの振動状態は異なったものとな

り、物性に及ぼす影響も異なることがあるため、特

定原子の振動状態を調べることが重要な場合があ

る。例えば、充填スクッテルダイト中における希土

類原子の局在振動は、格子による熱伝導を抑制して

いるものと考えられている。また、数種類のイオン

を含む溶液内において、それぞれのイオンは異なっ

た運動を行っているものと考えられる。また、ある

ミクロスコピックまたはメゾスコピックな領域に閉

じこめられた原子・分子、１次元または２次元方向

のみに限定された原子・分子の運動においては、周

囲の物質のダイナミクスからある程度独立に対象と

なる原子・分子だけの状態を観測できることが望ま

しい。放射光核共鳴非弾性散乱の元素選択性を生か

すことでこのような測定が可能となるものと考えら

れる [1]。また、このようなダイナミクスについての

測定以外にも、原子核と電子系との超微細相互作用

を用いた電子状態の研究も行われている。これは、

原子核のエネルギー準位が、核外電子系による電磁

場によってシフトしたり縮退が解けてスプリットす

ることを利用して、原子核のエネルギー準位を測定

することで、電子系についての情報を得るものであ

る。このような超微細相互作用を利用した研究とし

て、核共鳴散乱法と最も関連のあるものとしてはメ

スバウアー分光法が挙げられる。この方法は、放射

性同位元素線源を用いて無反跳核共鳴吸収を起こさ

せるものであり、これまでに多岐の分野に渡って多

くの研究がなされてきている。しかしながら測定を

行う核種毎に放射性同位元素を用意する必要があ

り、線源の寿命が短いものは原子炉等が近くに存在

する事が測定に必要な条件となる。さらには、適当

なメスバウアー線源の存在しないような核種での実

験は、当然ながら困難である。また、放射性同位体

線源からのγ線は指向性が無く全方向に放出される

ことより微小試料や超高圧下測定には困難が伴うこ

とになる。それに対して、放射光を用いることで、

そのような問題の多くが解決されようとしている。

実際、我々はメスバウアー線源の存在しない40Kの

放射光核共鳴励起に成功している [2]。また、放射光

のエネルギー選択性、高輝度・高指向性はこれまで
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のメスバウアー線源には無かったものである。

表１に、SPring-8の核共鳴散乱ビームライン

BL09XUで励起可能と考えられる核種を示す。この

表では、励起エネルギーが100keV以下で励起状態

の半減期が0.5ns程度以上の安定もしくは長寿命（半

減期が10年以上）の原子核に限定して示してある。

核共鳴非弾性散乱法にはこのような元素選択性が

あるにもかかわらず、これまで測定が行われてきた

核種は、その多くが57Feであった。その理由として

は、共鳴励起エネルギー、励起準位の寿命、散乱断

面積等の条件に恵まれていることより、他の核種と

比較して測定が容易であったためである。そこで、

核共鳴散乱分光法の特徴を活かした測定を57Fe以外

の核種に対しても効率的に行うことが可能となるよ

うに、高分解能モノクロメータとAPD検出器系の

開発を行うことが急務となっていた。

Nuclide
40K

57Fe
61Ni
63Ni
67Zn
73Ge
73Ge
81Kr
83Kr
99Ru
119Sn
121Sb
125Te

127I
129I

129Xe
133Cs
133Ba
137La
138La
145Nd
145Nd
145Pm
149Sm
151Sm
151Eu
152Eu
152Eu
152Eu
153Eu
154Sm
155Gd

a(%) [T
1/2

(y)]

0.0117(1) [1.277×109(8)]

2.2(1)

1.140(1)

0 [100.1(20)]

4.1(1)

7.73(1)

7.73(1)

0 [2.29×105 (11)]

11.5(1)

12.7(1)

8.59(4)

57.36(8)

7.139(6)

100

0 [1.54×107(4)]

26.4(6)

100

0 [10.51(5)]

0 [6×104(2)]

0.0902(2) [1.05×1011(2)]

8.30(6)

8.30(6)

0 [17.7(4)]

13.8(1)

0 [90(8) ]

47.8(15)

0 [13.516(6)]

0 [13.516(6)]

0 [13.516(6)]

52.2(15)

22.7(2)

14.80(5)

Eγ (keV)

29.8299(6)

14.412497(3)

67.413(3)

87.15(11)

93.312(5)

13.275(17)

68.752(7)

49.55(3)

9.4035(18)

89.68(5)

23.8795(5)c

37.133(8)

35.4922(5)

57.608(11)

27.80(2)

39.578(2)

80.9974(13)

12.322(5)

10.56(5)

72.57(3)

67.22(2)

72.50(1)

61.25(5)

22.507(6)

4.821(3)

21.54149(16)

65.2969(4)

77.2593(4)

89.8496(4)

83.36720(17)

81.976(18)

86.5460(6)

T
1/2

(ns)

4.24(9)

98.3(3)

5.34(16)

1.67×103 (3)

9.16×103 (3)

2.95×103 (2)

1.74(13)

3.9(4)

147(4)

20.5(1)

18.03(7)

3.46(3)

1.48(1)

1.95(1)

16.8(2)

0.97(2)

6.28(2)

7.0(3)

89(4)

116(5)

29.4(10)

0.72(5)

2.64(6)

7.12(11)

35(1)

9.6(3)

940(80)

38(4)

384(10)

0.793(17)

3.02(4)

6.5(4)

I
g

4－

1/2－

3/2－

1/2－

5/2－

9/2+

9/2+

7/2+

9/2+

5/2+

1/2+

5/2+

1/2+

5/2+

7/2+

1/2+

7/2+

1/2+

7/2+

5+

7/2－

7/2－

5/2+

7/2－

5/2－

5/2+

3－

3－

3－

5/2+

0+

3/2－

I
e

3－

3/2－

5/2－

5/2－

1/2－

5/2+

(7/2)+

9/2+

7/2+

3/2+

3/2+

7/2+

3/2+

7/2+

5/2+

3/2+

5/2+

3/2+

5/2+

(3)+

3/2－

5/2－

7/2+

5/2－

3/2－

7/2+

1－

3－

4+

7/2+

2+

5/2+

α
0.2982

8.56(26)

0.139

0.998

0.873

1120

0.227

1.3(6)

17.09(5)

1.498(9)

5.22(1)

11.11

14

3.77(1)

5.0(4)

12.31(1)

1.72

70.3

122.3

6.41

9.61

3.64

6.514(13)

29.2(9)

920(120)

28(2)

12.3

3.99(2)

0.381

3.82(4)

4.94

0.434

表1 SPring-8（核共鳴散乱ビームラインBL09XU）で励起可能と考えられる核種[3]。 a：存在比［崩壊する場合の
半減期］、E

γ
：励起状態のエネルギー、T

1/2
：励起状態の半減期、I

g
：基底状態の核スピン（パリティ）、I

e
：励起

状態の核スピン（パリティ）、α：内部転換係数

最近の研究から　
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Nuclide
156Gd
157Gd
158Gd
158Dy
160Gd
160Dy
161Dy
161Dy
161Dy
162Dy
163Dy
164Dy
164Er
166Er
168Er

168Yb
169Tm
170Er

170Yb
171Yb
171Yb
172Yb
174Yb
174Hf
176Yb
176Hf
178Hf
180Hf
181Ta
183W
187Os
187Os
189Os
189Os
191Ir
193Ir
193Pt

197Au
201Hg
226Ra
227Ac
231Pa
235U

237Np
243Am
243Cm

a(%) [T
1/2

(y)]

20.47(4)

15.65(3)

24.84(12)

0.10(1)

21.86(4)

2.34(6)

18.9(2)

18.9(2)

18.9(2)

25.5(2)

24.9(2)

28.2(2)

1.61(2)

33.6(2)

26.8(2)

0.13(1)

100

14.9(2)

3.05(6)

14.3(2)

14.3(2)

21.9(3)

31.8(4)

0.162(3) [2.0×1015(4)]

12.7(2)

5.206(5)

27.297(4)

35.100(7)

99.988(2)

14.3(1)[> 1.1×1017]

1.6(3)

1.6(3)

16.1(8)

16.1(8)

37.3(5)

62.7(5)

0 [50(6)]

100

13.18(8)

0 [1600(7)]

0 [21.773(3)]

0 [32760(110)]

0 [7.038×108(5)]

0 [2.144×106(7)]

0 [7370(40)]

0 [29.1(1)]

Eγ (keV)

88.9666(14)

63.917(5)

79.510(2)

98.9180(10)

75.26(1)

86.7882(4)

25.65150(7)

43.8211(7)

74.56710(13)

80.6598(7)

73.4448(4)

73.392(5)

91.40(2)

80.577(7)

79.804(1)

87.73(1)

8.4103(3)

78.591(22)

84.25468(8)

66.721(7)

75.878(5)

78.7427(6)

76.471(1)

90.985(19)

82.13(2)

88.351(24)

93.180(1)

93.326(2)

6.214(2)e

99.0793(4)

9.746(24)

75.04(3)

36.202(16)

69.537(15)

82.420(12)

73.044(5)

1.642(2)

77.351(2)

26.269(20)

67.67(1)

27.37(1)

84.216(3)

13.040(2)

59.5412(1)

84.0(2)

87.4(1)

T
1/2

(ns)

2.21(2)

460(40)

2.52(3)

1.66(3)

2.69(3)

2.026(12)

29.1(3)

0.83(6)

3.14(4)

2.2(3)

1.51(5)

2.39(3)

1.47(3)

1.82(3)

1.88(2)

1.47(3)

4.08(8)

1.891(23)

1.605(13)

0.81(17)

1.64(16)

1.65(5)

1.79(4)

1.66(7)

1.76(5)

1.43(4)

1.48(2)

1.5(2)

6.05×103 (12)

0.77(4)

2.38(18)

2.16(16)

0.53(3)

1.62(4)

4.08(7)

6.09(15)

9.7(3)

1.91(1)

0.630(50)

0.63(2)

38.3(3)

45.1(13)

0.50(3)

67(2)

2.34(7)

1.08×103(3)

I
g

0+

3/2－

0+

0+

0+

0+

5/2+

5/2+

5/2+

0+

5/2－

0+

0+

0+

0+

0+

1/2+

0+

0+

1/2－

1/2－

0+

0+

0+

0+

0+

0+

0+

7/2+

1/2－

1/2－

1/2－

3/2－

3/2－

3/2+

3/2+

1/2－

3/2+

3/2－

0+

3/2－

3/2－

7/2－

5/2+

5/2－

5/2+

I
e

2+

5/2+

2+

2+

2+

2+

5/2－

7/2+

3/2－

2+

7/2－

2+

2+

2+

2+

2+

3/2+

2+

2+

3/2－

5/2－

2+

2+

2+

2+

2+

2+

2+

9/2－

5/2－

3/2－

5/2－

1/2－

5/2－

1/2+

1/2+

3/2－

1/2+

5/2－

2+

3/2+

5/2+

3/2+

5/2－

5/2+

1/2+

α
3.93

0.971

6.02

2.86

7.44

4.69

2.35

8.0(4)

0.679

6.22

8.4

9

4.2

6.88

7.14

5.43

285

7.59

6.37

13

9.73

8.4

9.43

5.21

7.06

5.86

4.74

4.71

70.5(25)

4.12

264(33)

14.8

21

8.48(22)

10.9

6.24

12000

4.36(14)

76.7(3)

61.9

4.5(6)

2.5(25)

~1000

1.16(7)

0.218

36.0
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3．核共鳴散乱の測定
通常の核共鳴非弾性散乱測定では、原子核の共鳴

励起エネルギー付近においてmeV程度以下に分光

した放射光X線を、そのエネルギーを変化させなが

ら試料に照射し、時間遅れ成分の検出を行う（図１）

これにより、フォノン生成・消滅を伴った核共鳴励

起が起こった場合にのみ、脱励起に伴う時間遅れ成

分を検出出来ることになる。このとき、時間遅れ成

分のカウント数を入射X線のエネルギーの関数とし

て求めれば、フォノンエネルギースペクトルが得ら

れることになる [4]（図２）。このように、核共鳴散乱

法の測定においては放射光のパルス特性を利用する

ことが多い。しかしながら、核種の寿命が多岐に渡

っていることより、適切なバンチ間隔のモードを選

択しないと、実験が出来ないかもしくは非常に効率

の悪い実験となってしまう。SPring-8においては数

種類のセベラルバンチモードが用意されている[5]。

これらは、バンチ間隔が異なっているだけでなくバ

ンチの配列も異なったものとなっている。Aモード

は、等間隔のバンチモードであり、B、Cモードは

幾つかの隣合ったバンチ列が等間隔に並んだモー

ド、そしてD、Eモードはハイブリッドと呼ばれる

モードで、単バンチが等間隔で並んでいる部分とマ

ルチバンチの部分とから構成されている。超微細相

互作用を調べるための時間スペクトル測定を行う場

合には、入射パルスに対する核共鳴散乱の時間応答

を測定することになるため、十分な時間間隔の単バ

ンチ領域が必要とされる。このため、Aモードま

たはD、Eモードのようなハイブリッドモードが必

要とされる。それに対して、通常の非弾性散乱測定

を行う場合には、入射パルスに対して、核共鳴励起

が起こったことを示す時間遅れ成分だけが問題とな

図1 パルス放射光を試料に照射したときの核共鳴散乱の時間依存性

図2 放射光核共鳴散乱によるフォノンエネルギースペクトル測定

最近の研究から　
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るため時間応答スペクトルは必要とされず、適切な

間隔さえあれば少数のパルス列であっても差し支え

ない。そのためA、B、Cモードが好ましいモード

となる。D、Eモードでも測定は可能であるが、こ

れらのモードではマルチバンチの部分があるため、

あまり好ましいものではない。時間スペクトル測定

も非弾性散乱測定の場合でも、寿命に応じた適切な

時間間隔の単バンチから構成されるモードであれば

実施可能であるが、単純に等間隔にバンチを並べる

ことの出来ない大きな理由の１つとしては１バンチ

あたりの電流を大きく出来ないということのようで

ある。そこで、トップアップモードになった場合に

は、例えばＢ、Ｅモードを等間隔バンチに統合する

等の見直しを行っていただけば、核共鳴散乱測定に

関しては実験の自由度が大きく広がるものと考えら

れる。表２に、バンチモードとそれに対応した測定

モード

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

バンチモード

（前期）

203 bunches

4 bunch train×84

11 bunch train×29

2/21-filling

+

18 bunches

10/84-filling

+

73 bunches

バンチ間隔

（前期）

23.6 nsec

51.1 nsec

（57.0 nsec period)

145.5 nsec

(165.2 nsec period)

228.1 nsec

57.0 nsec

バンチモード

（後期）

1/12-filling

+

10 bunches

6/42-filling

+

35 bunches

バンチ間隔

（後期）

399.2 nsec

114.0 nsec

測定目的

時間スペクトル、

非弾性散乱

非弾性散乱

非弾性散乱

時間スペクトル、

サイト特定

非弾性散乱

時間スペクトル、

サイト特定

非弾性散乱

代表的核種

K-40,

Tm-169,

Au-197,

（短寿命核種）

Sn-119,

Eu-151,

Dy-161

Fe-57,

Ta-181,

（長寿命核種）

Fe-57,

Ta-181,

（長寿命核種）

Sn-119,

Eu-151,

Dy-161

前期と同じ

前期と同じ

前期と同じ

表2 セベラルバンチモードと核共鳴散乱測定

目的や代表的な測定核種をまとめる。

4．高分解能モノクロメータと多素子ＡＰＤ検出器の
開発
非弾性散乱測定を行う場合には入射X線のエネル

ギーをmeV程度以下に分光する必要があるが、こ

れを行うには超高分解能モノクロメータが必要であ

る。超微細相互作用を測定するための前方散乱測定

の場合でも、放射光を分光しないで試料に照射する

と、超微細相互作用エネルギーの範囲よりも何桁も

広くて不必要なエネルギー幅のX線を照射すること

になり、時間遅れ成分に様々な影響を及ぼすため、

ある程度の分光を行う必要がある。現在、核共鳴散

乱共同利用ビームラインBL09XUにおいては、
181Ta、57Fe、151Eu、149Sm、119Sn、161Dy、129I、
40K用の高分解能モノクロメータが用意されており、

その他の30keV以下のエネルギーの核種に関しても

必要に応じて作成することが可能な状態にある。特

定利用研究においては、新たに核共鳴非弾性散乱用



の液体窒素冷却型高分解能モノクロメータの開発研

究を行った。これは、比較的高い励起エネルギー

（30keV程度以上）の核種の場合に高分解能達成の

ために高次反射を用いると、室温ではデバイ・ワー

ラー因子の低下による反射率の低下が顕著になるの

で、これを防ぐためにSi結晶をクライオスタットで

冷却するものである。我々は、液体窒素冷却40K用

高分解能モノクロメータを作成し、60Kにおいて室

温のおよそ７倍の反射率が得られていることを確認

した後に、K化合物の核共鳴非弾性散乱測定を行っ

た [6]。これらの結果より、今後57Fe以外の核種にお

いても核共鳴非弾性散乱測定の可能性が大きく広が

ったものと考えられる。

核共鳴非弾性散乱測定用の検出器には、高検出効

率（大面積）、低ノイズおよび高速時間応答性とい

った条件が要求される。現在のところ、高速時間応

答性と低ノイズという条件を充たすことの出来る実

用的なX線検出素子として、Si-APD（アバランシ

ェ・フォトダイオード）が用いられている [7]。しか

しながら、Si-APD素子の場合、一般には高速時間

応答性と高検出効率は相反する条件となる。そこで、

時間応答性と検出効率の両立を目指すために、多素

子化および積層化に関する研究が特定利用課題の中

で実施されてきた。また、測定核種に依存して励起

エネルギーや寿命が異なるため、一つの検出器で全

ての核種の測定を行うことは非効率的であると考え

られる。このため、測定目的に応じて数種類の検出

器を用意しておくことが望ましい。これらのことよ

り、高速信号用積層型多素子APD検出器、高効率

積層型多素子APD検出器、微弱信号用大面積多素

子APD検出器等の開発研究を行った。40Kはこれま

で非弾性散乱測定が行われてきた核種の中で、もっ

ともエネルギーが高くしかも寿命が短いため、これ

までの検出器では測定が困難であった。そこで今回

開発を行った高速信号用積層型多素子APD検出器

を用いて測定を行い、フォノンエネルギースペクト

ル測定を行うことが出来た [8]。また、核共鳴非弾性

散乱法の特徴を利用することで、他の振動分光法で

は不可能であるような微量元素の振動状態でも観測

できる可能性を有している。特に、金属・半導体中

の不純物は電気伝導等の物性に様々な影響を与える

ことより、そのような振動状態を解明することは重

要であるが、微量な不純物の場合には、実験的にそ

の不純物の振動状態だけを取り出して測定すること

は困難であった。我々は、核共鳴非弾性散乱を用い

てCuとAl金属中に微量に存在するFe原子の局所振

動状態密度の測定を行った [9]。図３に実験的に求め

られたAl金属中のFe原子の局所振動状態密度(a)と

Al金属のフォノン状態密度(c)を示す。これらから、

微量なFe原子の振動状態密度はAlのフォノン状態

密度とは異なったものとなっていることが分かる。

しかしながら、このような不純物原子の振動状態密

度はGreen関数法を用いて、元の金属のフォノン状

態密度および不純物原子と元の原子との結合定数の

変化から求めることが可能であり、この方法を用い

て計算した局所フォノン状態密度を図3(b)に示す。

このように、放射光核共鳴非弾性散乱法では、これ
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図3 (a) 核共鳴非弾性散乱法により測定されたAl金属中
のFe原子の局所振動状態密度、(b) Green関数法によ
り計算されたFe原子の局所振動状態密度、(c) Alのフ
ォノン状態密度

et al.)

最近の研究から　



までの分光法では大変困難であった微量原子の局所

的なフォノン状態密度測定に有効である。さらに、

溶液中の希薄なイオンの運動についても、元素選択

性を用いることで殆どの成分を占める溶媒分子の運

動と区別して測定が可能となることより、核共鳴散

乱法は生体分子や溶液中におけるイオンのダイナミ

クスについての研究にも有効な手法である。このよ

うな系の測定として、陽イオン交換膜として知られ

ているNafionフィルムの機能を明らかにするため

に、Feイオンの核共鳴準弾性散乱測定を行った [10]。

今回開発を行った微弱信号用大面積多素子APD検

出器を用いることで、このような微量元素の振動状

態の研究がますます発展するものと考えられる。こ

れらの検出器の開発により、35keV程度以下の核種

の核共鳴非弾性散乱測定用の検出器は、ひととおり

揃ったことになる。また、高速型の多素子APD検

出器は時間スペクトル測定にも使用可能であるた

め、特殊な用途の測定を除けば核共鳴散乱測定用検

出器は、ほぼ準備できたものと考えられる。なお、

BL09XUには核共鳴前方散乱測定用クライオスタッ

ト（3.6K-400K）と核共鳴非弾性散乱用クライオス

タット（10K-400K）が用意されており、共同利用

ユーザが利用出来るようになっている。

5．電子状態によりサイトを特定した核共
鳴非弾性散乱法
今回の特定利用研究の一つの大きな

目標としては、フォノン状態密度を元

素選択性だけにとどまらず同一の元素

でありながら異なった電子状態のサイ

トまでも選別して測定する方法を確立

することであった。これまで行われて

きた核共鳴非弾性散乱法は元素を特定

した測定が可能であるが、混合原子価

化合物のような同じ元素でありながら

異なった電子状態の原子を含む場合に

は、それらの振動状態を区別して測定

することは、特殊な場合を除けば、こ

れまでに存在した他の分光法を含めて

も不可能であった。しかしながら現代

の精密な物質科学研究において、化合

物中の異なった電子状態の原子を特定

した振動状態測定が可能であるという

ことには重要な意義があると考えられ

る。放射光核共鳴散乱法では前述した

ように振動状態測定と電子状態測定が可能であると

述べたが、電子状態測定に関しては、殆どの場合に

弾性散乱を利用して行われてきた。しかしながら非

弾性散乱にも電子状態に関する情報が含まれてお

り、これを有効に利用することで観測された非弾性

散乱がどのような電子状態を有する原子（核）から

のものであるのかについての情報が得られるのであ

る。このような測定を行うためには、インコヒーレ

ントな散乱の時間スペクトル測定を行う必要があ

り、通常の非弾性散乱よりも多くの時間計測系が必

要とされ、素子の多素子化に加えて時間スペクトル

測定系の多チャンネル化が必要とされることより、

このような測定系の開発整備を行った。これにより、

２種類の異なった電子状態のFeサイト（Aサイト：

Fe3+、Bサイト：Fe2.5+）を含む酸化物Fe
3
O
4
（マグ

ネタイト）の核共鳴非弾性散乱測定を実施し、Aサ

イトとBサイトそれぞれのフォノン状態密度を求め

ることに成功した [11]。図４に、Fe
3
O
4
中における全

Fe原子のフォノン状態密度、Aサイトの部分フォノ

ン状態密度およびBサイトの部分フォノン状態密度

を示す。これより、実際にAサイトとBサイトのフ

ォノン状態密度が異なった振る舞いを示しているこ

とが分かる。また第１原理バンド計算を実施し、実

験の結果とよい一致を示していることも確認され
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図4 放射光核共鳴非弾性散乱法により求められた、Fe
3
O
4
中におけ

る全Fe原子のフォノン状態密度（◆）、Aサイトの部分フォノン状
態密度（▼）、Bサイトの部分フォノン状態密度（▲）。
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た。よって、本研究によりサイトを特定した非弾性

散乱測定が実施可能であることが初めて実証された

ものと考えられ、元素選択性だけにとどまらず電子

状態を特定した非弾性散乱の研究が可能となった
[12]。

6．磁気転移に伴う非干渉性弾性散乱強度の増大現象
核共鳴散乱エネルギースペクトルの温度変化測定

を行っていたところ、磁気転移に伴い弾性散乱強度

だけが大幅に増大するというこれまでには予測され

ていなかった現象を観測した [13]。図５にCaFeO
3
中

の57Feによる核共鳴散乱エネルギースペクトルの温

度変化を示す。エネルギーの原点を中心としたピー

クが弾性散乱によるものであるが、図５から分かる

ように、弾性強度が磁気転移温度である115K付近

の上下で大きく変化していることが分かる。このと

きに非弾性散乱部分は、ボーズ因子の温度変化によ

り予想される程度の変化しかしていない。この現象

の原因は干渉性散乱と非干渉性散乱との競合による

ものと考えられるが、この現象を利用することで相

転移現象の起源についての明確な確証を与えること

が可能になるものと考えられる。

7．むすび
元素選択非弾性散乱法や超微細相互作用を利用し

た電子状態の測定に関しては、その手法はほぼ確立

したものとなっており、SPring-8、ESRF、APSと

いった第３世代放射光施設で様々な研究が実施され

てきている。核共鳴非弾性散乱法を利用した研究は

非常に広い分野に渡っており、ここではその全てを

紹介しきれないが、例えばDAC（ダイヤモンドア

ンビルセル）を用いた超高圧下の核共鳴非弾性散乱

測定による地球の内核部分についての研究 [14]、振

動エントロピーに関する研究 [15]、生体関連物質 [16]、

Fe電荷分離酸化物 [17]、超微粒子 [18]、多層膜 [19]、

準結晶 [20]、低次元系 [21]、析出粒子 [22] 等の研究も

行われている。さらに、新しい現象や測定方法も

次々と開発されつつある。例えば、集光した放射光

を用いる顕微メスバウアー分光法 [23]、エネルギー

領域での超微細相互作用測定法であるストロボスコ

ピック法 [24]、そして表面およびナノテ

クノロジー研究のための斜入射法等で

ある。また、物質科学研究だけにとど

まらず、原子核研究にも用いられ、電

子遷移過程による核励起（NEET）現象

が観測されている [25]。このように核共

鳴散乱研究は今後も大きく発展する可

能性を有していると信じている。また、

放射光核共鳴散乱法を利用した物質お

よび生命科学研究が本格的に実施可能

な段階になってきており、新しい分野

の研究者の参入を希望するものである。

特定利用研究は、依田芳卓（高輝度

光科学研究センター）、三井隆也（日本

原子力研究所）、北尾真司、小林康浩

（京都大学）、春木理恵、張　小威、岸

本俊二（高エネルギー加速器研究機構）、

山田高広、松野丈夫（産業技術総合研

究所）、藤森　淳（東京大学）、高野幹

夫（京都大学）、浜谷　望（お茶の水女

子大学）、城谷一民（室蘭工業大学）、

石川達雄（大阪教育大学）との共同研

究によるものである。

様々な面でのご支援をいただきました

図5 CaFeO
3
中の57Feによる（非干渉性）核共鳴散乱エネルギー

スペクトルの温度依存性。核共鳴励起エネルギーを原点として
表示してあり、原点のピークが弾性散乱に相当している。原点
のピークの高エネルギー側と低エネルギー側がそれぞれフォノ
ン生成と消滅による非弾性散乱に相当している。

最近の研究から　



高輝度光科学研究センターおよび日本原子力研究所

関西研究所の皆様に感謝いたします。
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